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（注）予算額は 2011 年度 2月現計予算。 
（出所）岩手県『岩手県東日本大震災津波の記録』にもとづいて筆者作成。
















る経費に対しては県 8/9、事業者 1/9 の負担区分
として県予算 16 億円、ワカメ・コンブ種苗の委
託生産、ホタテ・カキ種苗の購入費補助として県

















8 回）」（2013 年 11 月）に示されているとおり、
補助事業による新規登録漁船数の整備率は 89.8％












　国が 2011 年 5 月に中小企業等復旧・復興支援
事業（グループ補助金制度）を創設したことを受












付決定事業者の 1,159 者に対し、事業完了が 416





















































































・2011 年度　30 グループ　295 者　　　　交付決定額　437 億円
・2012 年度　65 グループ　864 者　　　　　　同　　　316 億円
・2013 年度　7グループ　　34 者　　　　　　同　　　　12 億円
（注）1．2011 年度最終予算額 436.8 億円、12 年度最終予算額 414.0 億円、13 年度当初予算額 79.6 億円。 
　　　2． 2012 年度までは発災以降に実施した事業に遡及適用可能であり、県内陸部も補助対象となる。13 年度から遡及不可、
内陸部は対象外である。共同店舗の新設等やそれに付随する環境整備、イベント開催費用が補助対象にされ、その
拡充が行われている（拡充分：商業復興支援事業 19.5 億円）。
　　　3． 1 グループ当たりの補助限度額は設定されていない。 
　　　4． 交付決定状況は 2013 年 12 月現在。 
（出所）岩手県復興局資料より筆者作成。 
表２　中小企業等復旧・復興支援事業費補助（グループ補助金）
－ 276 － － 277 －







産業復興機構による債権買取件数は 2013 年 12 月
現在 91 件である。債権買取等に向けた相談対応




















































補助限度額 1,000 千円以内（宿泊業は 20,000 千円） 10,000 千円以内








補助限度額 20,000 千円以内（県 10,000 千円、市町村 10,000 千円）
雇用要件 事業再開後 3年以内に被災時従事者数を回復すること
（注）2011 年度 2月補正 1.8 千万円、12 年度最終予算 4.06 億円、13 年度当初予算 9.48 億円。 
（出所）岩手県復興局資料より筆者作成。 
表 3　中小企業被災資産修繕事業費補助（2011 年度のみ）
表 4　中小企業被災資産復旧事業費補助（2011 年度 2月補正予算により創設）
－ 278 －




































たが、25 月以内（2013 年 4 月 10 日まで）に一年
間延長され、さらに一年間延長され 37 月以内（14
年 4 月 10 日）、加算支援金は発災日から 37 月以





ベース）は 2013 年 10 月 31 日現在、基礎支援金
および加算支援金あわせて 30,343 件、306.6 億円
となっている。その内訳は基礎支援金 23,110 件、
203.9 億円、加算支援金 7,233 件、102.7 億円であ
る。前者に関しては申請率が 100％に到達してい












10 月 31 日現在、2,521 件で、県は 2016 年度末の
申請期限について延長に前向きとする（岩手日報



















－ 278 － － 279 －











度の実施状況は内閣府の調査（2009 年 12 月 31
日現在および 13 年 6 月 1 日現在）をもとに整理
すると、全壊を対象とするものは 21 自治体から
32 自治体に、大規模半壊が 16 自治体から 22 自
治体にそれぞれ増加している。また、国の制度以
上の支援となる半壊は14自治体から25自治体に、



























被災者生活再建支援法（2007 年法改正以降） 県単「被災者生活再建支援事業」（2013 年）






























⑤半壊世帯 ― ― 20 万円 ―



















医療（6 ヵ所）、⑧教育（18 ヵ所）の主要 8 分野
の497ヵ所、6,086戸について具体的に示している。
　ロードマップの公表は 2012 年 6 月に主要 5分















10 ヵ所は復興道路 1、漁港 6、まちづくり 2、災
害公営住宅 1であり、遅れる 58 ヵ所の主なもの
















て 8/10 ～ 9/10 に嵩上げ、社会福祉施設の対象に
認知症グループホーム、地域包括支援センター等
の施設を追加したうえで1/2が2/3、仮庁舎（新規）
は 2/3、保健所は 1/2 から 2/3、介護老人保健施
設は 1/3 から 1/2、災害廃棄物処理は 1/2 から事















































は 2013 年 7 月末に報告書を通して、東日本大震





































ており、2013 年 11 月に 35％で最高となっている。
復興需要の本格化に伴って建設工事の発注量が増
加し、入札取止め件数も増加しているが、知事




数 1,443 件、②取止め件数 43 件、③取止め発生
率 3％、11 年度で① 1,567 件、② 139 件、③ 9％、
12 年度で① 1,651 件、② 203 件、③ 12％である。







万円未満 27％、1 億円以上 15％、5,000 万円以上










4月 5月 6月 7月 8月 9月10月11月12月 1月 2月 3月
2011 年度 0 0 0 4 6 4 11 16 18 27 9 3
2012 年度 10 8 7 6 8 10 17 26 29 22 8 5
2013 年度 13 2 11 12 17 23 29 35 － － － －
















































































　2012 年度の繰越額は 2,390 億円であり、前年度
から 390 億円の減となっている。そのうち震災対




－ 282 － － 283 －
研究ノート　岩手県の震災対応財政３年間の実態と課題（Ⅱ）











　このように 2011 年度および 12 年度の繰越額は
通常では考えられない規模となっており、震災対




災害復旧事業 994 億円）、事故繰越額 911 億円（同
496 億円、同 414 億円）、合計 3,945 億円（同 2,537
億円、同 1,408 億円）であり、岩手県と同様に多
額の繰越額が発生している。
　繰越額に対して不用額は 2011 年度 385 億円、
12 年度 633 億円と、こちらも多額となっている。
2012 年度の不用額の主なものは漁港災害復旧事
業の 252 億円、水産業経営基盤復旧支援事業費




とによる。不用額 633 億円のうち、およそ 9割に












































ると、一般事務 48 人、土木 55 人、建築 10 人、
埋蔵文化財 8人、その他 46 人と、土木、建築の
技術関係職員が多い状況である。
　任期付職員については 2013 年 3 月までに 133
人、4月以降でも 138 人、合計 271 人が採用され、
－ 284 －















































































































４）　 国の 2011 年度第 1 次補正予算では、都道府県拠出
の既存の基金積立額が 538 億円あったことから、こ
れに加算するため 520 億円を計上し、あわせて 1,058
億円とした。国の第 2次補正予算編成にあたっては
所要額 4,400 億円の 8/10 相当額の 3,520 億円から、1
次補正で措置した 520 億円を差し引いた 3,000 億円
が計上され、2/10 相当額の 880 億円のうち、既存積
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